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１． 経緯等 

 過去の地震による天井脱落被害、とりわけ東日本

大震災における体育館、大規模ホール等の天井脱落

による甚大な人的・物的被害を踏まえ、平成25年8

月に建築基準法に基づく建築物における天井脱落対

策に係る技術基準（平成25年国土交通省告示第771

号ほか）が公布された。 

当該技術基準は、斜め部材等により地震力による

振れを抑制し、一定の隙間（クリアランス）を設け

ることで天井と周囲の壁等を衝突させないことを基

本的な考え方としている。（図１） 

 

図１：現行基準のイメージ 

一方で、設計・施工時における自由度を高めるた

めには、空調ダクト等の設備機器の配置に支障とな

る斜め部材等を設けず、また、天井面と周囲の壁等

との間に隙間を設けない新たな構造方法の基準化が

望まれているところである。 

国総研では、平成25年度建築基準整備促進事業Ｓ

４課題「吊り天井の耐震設計に係る基準の高度化に

資する検討」の成果をもとに（独）建築研究所の技

術的支援を得て、建築物の天井脱落対策に係る新た

な基準の原案（以下「新基準案」という）を検討し

ている。 

２． 新基準案の概要 

 新基準案は、地震時に天井面に加わる外力を、斜

め部材ではなく、周囲の壁等を介して構造躯体に伝

達することにより、構造耐力上の安全性を確保しよ

うとするものである。（図２） 

 

図２：新基準案のイメージ 

新基準案においては、 

ⅰ）天井面構成部材及び周囲の壁等は、相互に衝突

した際の衝撃力を含む外力に対して損傷しないよ

う十分な剛性及び強度を有していること 

ⅱ）天井面は、水平で、周囲の壁等との間に隙間を

設けないこと 

が重要なポイントとなるが、各部材等に生じる衝撃

力を精緻に解析できるだけの十分な知見は未だ得ら

れていない。 

このため、新基準案では、天井面の単位質量、接

合部材、吊り長さ等の仕様については、実験により

安全性が確認できたものを原則とし、天井の規模

（幅・奥行き）については、試験等により評価した

天井の許容耐力と天井を設ける階数に対応した水平

震度に応じて制限することとしている。 

なお、中地震（稀地震）に対して天井の損傷を防

止することにより、中地震を超える一定の地震時に

おいても天井の脱落の低減を図ることを目標として

いることは、現行基準と同様である。 

３． 今後の予定 

今後、新基準案をベースに、住宅局において建築

基準法に基づく技術基準告示（平成25年国土交通省

告示第771号等）の改正案が検討される予定であり、

国総研では、新基準の円滑な施行のため、設計や審

査の実務に参考となる解説書を纏める方針である。 

【参考】 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0751.htm 
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１．はじめに 

東日本大震災の津波や地震、近年発生した竜巻等

の被害を踏まえて、平成25年度から4か年の計画で総

合技術開発プロジェクト「災害拠点建築物の機能継

続技術の開発」を実施し、応急復旧活動の拠点とな

る建築物が災害後も直後から機能を継続するための

技術開発を行っている。今後想定される東海・東南

海地震や首都直下地震等に対して、災害拠点建築物

の機能を維持するための設計技術と評価法を提案す

ることを目標としている。 

２．津波および竜巻対策技術の開発 

 建築物に作用する津波荷重を適切に考慮した設計

法を開発する。外壁材に対して静的載荷試験および

水理実験を実施し、脆性的に破壊し接合部を起点に

全面脱落するALCパネルについては、静的試験におけ

る終局強度から脱落強度を推定できることを明らか

にした。実験結果に基づいて外壁材の脱落による津

波荷重の低減効果を考慮した設計法(案)をまとめた。 

 

写真１ 外壁材の水理実験 

竜巻や台風時の飛来物による外壁や窓ガラスの破

損を防止する。外装材に竜巻飛来物を想定した衝撃

力を与え耐衝撃性能を評価する実験を実施し、災害

拠点建築物の種別に応じた外装材の要求性能および

飛来物耐衝撃性能試験・評価法(案)をまとめた。 

３．地震対策技術の開発 

地震の揺れを抑える部材を設けた吊り天井工法を

開発する。静的および動的加振実験を実施し、天井

面接合部や天井ユニットの耐震性能とともに設備を

設置した際の機能継続性について検討した。 

また、そで壁を活用した新たな構造方法を提案し、

実大建築物による実証実験を行った。試験体は1×2

スパン、高さ約19ｍの5階建て鉄筋コンクリート造建

築物である。通常の設計では壁と柱の間に設けるス

リット(隙間)の位置を壁の内側に移し、そで壁つき

柱とはりで構成されるフレームとした。これにより、

高いコストをかけずに強度と剛性を高め、地震時の

変形を低減し、修復が困難な柱梁接合部や非構造部

材に発生する損傷を減らしうることを示した。 

 

写真２ 実大５層建築物の損傷実験 

さらに、東日本大震災で被災した自治体等にヒア

リングを行い、災害後建築物の機能が復旧するまで

のシナリオを時間軸で整理し、被災直後に有用な設

備要素技術の抽出作業を行った。 

４．おわりに 

本研究開発で得られた検討成果を踏まえ、平成28

年度に災害拠点建築物を対象とした設計ガイドライ

ンを策定する予定である。 
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